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令和 2年議案第 19号

令和 2年度東海市下水道事業会計予算

(総 則)

第 1条 令和 2年度東海市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。
(業務の予定量)

第 2条 業務の予定量は、次のとおりとする。
(1)接続戸数               33, 727 戸

(動 年間総処理水量         8, 941, 770 パ

(3)一 日平均処理水量           24,498 パ/日

但)主要な建設改良事業

管渠整備事業費         1, 977,490 千円

雨水ポンプ場整備事業費       847, 280 千円

処理場整備事業費        1, 113,430 千円

(収益的収入及び支出)

第 3条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
収       入

第 1款 下水道事業収益

第 1項 営業収益

第 2項 営業外収益

第 3項 特別利益

支

第 1款 下水道事業費用

第 1項 営業費用

第 2項 営業外費用

第 3項 特別損失

第 4項 予 備 費

4,807,

1,514,

3, 221,

71,

出

4, 756,

4,430,

310,

4,

10,

390

640

010

740

330

970

540

820

000

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円
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(資本的収入及び支出)

第 4条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収       入

第 1款 資本的収入         5, 295, 110 千円

第 1項 負 担 金        88,010千 円

第 2項 企 業 債       2,266,300千 円

第 3項 出 資 金         578,190千 円

第4項 補 助 金       2,362,610千 円

支      出

第 1款 資本的支出         5, 130, 610 千円

第 1項 建設改良費        3, 939, 020 千円

第 2項 企業債償還金       1, 191, 590 千円

(特例的収入及び支出)

第4条の2 地方公営企業法施行令第4条第 4項の規定により、当年度に属する債権

及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ434, 700千 円

及び 1, 723, 344千 円である。

(債務負担行為)

第 5条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定
める。

事 項 期 間 限  度  額
浄化センタ
ー長寿命化
工事委託料

(R2協定)

令不日2年度 (2020年 )～
令和 3年度 (2021年 度 )

387, 600千 円

浄化センタ
~ホ ンパ~

棟増設工事

委託料

(R2協定)

令和 2年度 (2020年)～
令和 3年度 (2021年度) 591,500千 円

名和前第 1

ポンプ場耐

震補強工事

委託料

(R2協定)

令不日2年度 (2020年)～
令和 3年度 (2021年度)

128,400千 円
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事 項 期 問 限  度  額
元浜ポンプ

場再構築工

事委託料

(R2協定)

令和 2年度 (2020年)～
令和 3年度 (2021年度) 290, 500千 円

(企業債)

第 6条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定
める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利  率 償還の方法

下水道事業

千円

2,266,300
普通貸借

又   |ま

証券発行

6.0%以内 (ただし、
利率見直し方式で借
り入れる政府資金及
び地方公共団体金融
機構資金について、
利率の見直しを行っ

た後においては、当

該見直し後の利率)

5年以内据置、40
年以内に元利均等
又は元金均等償還。
ただし、必要に応じ

据置期間及び償還

期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は

低利に借換えする
ことができる。

(一時借入金)

第 7条 一時借入金の限度額は、 1, 00o, ooO千 円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 8条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと
定める。

営業費用、営業外費用及び特別損失

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 9条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流
用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。

職員給与費     116, 255 千円

(他会計からの補助金)

第 10条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は
1, 132, 940千円である。
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令不日2年 3月 2日 提出

東海市長 鈴 木 淳 雄
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令和 2年度 (2020年 度)東海市下水道事業会計予算に関する説明書
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令和 2年度(2020年度)東海市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

入収

(単位 千円

款 項 目 予 定 額 備 考

4,807,390 下水道事業に係る収益

1,514,640 主たる営業活動から生ずる収益

1下 水道使用料 1,087,000 下水道使用料

2雨水処理負担金 426,450 雨水処理に要する経費の負担金

3受 託事業収益 1,100 受託事業収益

1営 業 収 益

4その他営業収益 90 その他営業収益

3,221,010 財務活動に伴 う収益及び主たる営業活

動以外から生ずる収益

1受 取 利 息

及 び 配 当 金

10 受取利息

2他 会計補助金 15,450 基準内繰入

基準外繰入

9,780

5,670

3補  助  金 4,300 下水道施設整備事業に係る国庫補助金

4長期前受金戻入 3 068 840 長期前受金戻入

2営業外収益

5雑  収  益 132,410 雑収益

71,740

1下水道事業

収   益

3特 別 利 益

1その他特別利益 71,740 その他特別利益
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支 出

( 千円)
款 項 目 予 定 額 備 考

4,756,330 下水道事業に係る費用

4,430,970 主たる営業活動に要する費用

1管  渠  費 110,640 管渠の維持管理に要する費用

2雨水ポンプ場費 238,980 雨水ポンプ場の維持管理に要する費用
3処 理 場 費 666,530 処理場の維持管理に要する費用

4受 託 事 業 費 1,000 受託事業に要する費用

5総  係  費 126,220 営業活動全般に要する費用

6減 価 償 却 費 3,206,770 固定資産の減価償去「費

1営 業 費 用

7資 産 減 耗 費 80,830 資産の除却損

310,540 財務活動に伴 う費用及び主たる営業活

動以外に要する費用

2営業外費用

1支払利息及び
企業債取扱諸費

310,540 企業債利息及び一時借入金利息

4,820

1過 年 度 損 益
修  正  損

100 過年度損益修正損

3特 別 損 失

2その他特別損失 4,720 その他特別損失

10,000

1下水道事業

費   用

4予 備 費

1予  備  費 10,000 予備費
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

入収

( 千 )

出支

(単位 千円)

款 項 目 予 定 額 備 考

5,295,110 下水道施設の建設改良に充てる収入

88,0101負 担 金

1負  担  金 88,010 下水道事業受益者分担金及び負担金等

2,266,3002企 業 債

1企  業  債 2,266,300 企業債

578,1903出 資 金

1他会計 出資金 578,190 一般会計からの出資金

2,362,610

1国 庫 補 助 金 1,245,120 下水道施設整備事業に係る国庫補助金

1資本的収入

4補 助 金

2他 会計補助金 1,117,490 基準内繰入

基準外繰入

47,202

1,070,288

款 項 目 予 定 額 備 考

1資本的支出 5,130,610 下水道施設の建設改良及び企業債償還

に要する支出

1建設改良費 3,989,020 下水道施設の建設改良に要する支出

1管渠整備事業費 1,977,490 管渠の新設、改良に要する支出

2雨 水 ポ ンプ場
整 備 事 業 費

847,280 雨水ポンプ場の改良に要する支出

3処 理 場 整 備

事  業  費
1,113,430 処理場の改良に要する支出

4固定資産購入費 820 営業の用に供する目的をもつて所有す

る資産の購入に要する支出

2企 業 債

償 還 金

1,191,590

1企 業債償還金 1,191,590 企業債の償還元金
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令和 2年度(2020年度)東海市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
(令和2年(2020年 )4月 1日から令和3年(2021年)年 3月 31日まで)

(単位 千円)
l 業務活動によるキャンシユ °フロ~

当年度純損失

減価償却費

貸倒引当金の増減額

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利 ,臥

未収金の増減額

未払金の増減額

引当金の増減額

固定資産除却費

小 計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ 。フロー

2投 資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金による収入

他会計補助金による収入

負担金による収入

投資活動によるキャッシュ 。フロー

3財 務活動によるキャンシユ °フロ~

建設改良等企業債による収入

建設改良等企業債の償還による支出

他会計出資金による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

△203,686

△834,180

1,652,900

△91,919

3,206,770

2,065

△3,068,840

△10

310,540

△304,612

△ 32,064

4,084

80,830

106,844

10

△310,540

△ 2,898,545

△ 196,887

1,131,941

1,064,309

60,002

2,266,300

△1,191,590

578,190

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高

615,034

1,573,345

9

2,188,379



給 与 費 明 細 書

1総  括
(単位 千円)

備考1本年度の期末勤勉手当には、当年度6月期末勤勉手当のうち前年度発生額であるその他
特別損失2,355千 円及び翌年度6月 期末勤勉手当のうち本年度発生↑顔である賞与引当金

繰入額3,447千 円が含まれる。

備考2本年度の法定福利費には、当年度6月 期末勤勉手当に係る法定福利費のうち前年度発生
額であるその他特別損失421千円及び翌年度6月 期末勤勉手当に係る法定福利費のうち

本年度発生額である法定福利費引当金繰入額637千円が含まれる。

備考3職員数の ( )内は、短時間勤務職員について外書き
(単位 千円)

区   分
職員数 (人 ) 給 与 費 法 定

福利費
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

本

年

度

損益勘定

支弁職員

ll 7

(4)

165 29,176 20,534 49,875 9,570 59,445

資本勘定

支弁職員

8

(1)

28,640 20,350 48,990 7,820 56,810

合  計
11 15

(5)

165 57,816 40,884 98,865 17,390 116,255

日町

年

度

損益勘定

支弁職員

資本勘定

支弁職員

合  計

,ヒ

較

損益勘定

支弁職員

11 7

(4)

165 29,176 20,534 49,875 9,570 59,445

資本勘定

支弁職員

8

(1)

28,640 20,350 48,990 7,820 56,810

合  計
11 15

(5)

165 57,816 40,884 98,865 17,390 116,255

手 当 の

内  訳

区分
管理職
手 当 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

時 間 外
勤務手当

本年度 1,400 1,060 6,031 970 1,161 4,150

前年度

'ヒ

  車交 1,400 1,060 6,031 970 1,161 4,150

区分
勤務
当

休
手

日 夜聞勤務
手  当 期末手当 勤勉手当

特殊勤務
手  当

本年度 20 15,154 10,928 10

前年度

,ヒ   裏交 20 15,154 10, 928 10
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ア 会計年度任用職員以外の職員

(単位 千円)

備考1本年度の期末勤勉手当には、当年度6月期末勤勉手当のうち前年度発生額であるその他
特別損失2,355千 円及び翌年度6月 期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金
繰入額3,447千円が含まれる。

備考2本年度の法定福利費には、当年度6月 期末勤勉手当に係る法定福利費のうち前年度発生
額であるその他特別損失421千円及び翌年度6月期末勤勉手当に係る法定福利費のうち
本年度発生額である法定福利費引当企繰入額637千円が含まれる。

備考3耳哉員数の ( )内は、短時間勤務職員について外書き

(単位 千円)

区   分
職員数 (人 ) 給 与 費 法 定

福利費
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

本

年

度

損益勘定

支弁職員

11 7

(1)

165 26,870 20,252 47,287 9,568 56,855

資本勘定

支弁職員

8

(1)

28,640 20,350 48,990 7,820 56,810

合  計
ll 15

(2)

165 55,510 40,602 96,277 17,388 113,665

日lJ

年

度

損益勘定

支弁職員

資本勘定

支弁職員

合  計

,ヒ

較

損益勘定

支弁職員

ll 7

(1)

165 26,870 20,252 47,287 9,568 56,855

資本勘定

支弁職員

8

(1)

28,640 20,350 48,990 7,820 56,810

合  計
ll 15

(2)

165 55,510 40,602 96,277 17,388 113,665

手 当 の

内  訳

区分
管理職
手 当 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

時 間 外
勤務手当

本年度 1 400 1,060 5,800 970 1,110 4,150

前年度

,ヒ  砲交 1,400 1,060 5,800 970 1,110 4,150

区分
休日勤務
手  当

夜間勤務
手  当 期末手当 勤勉手当

特殊勤務
当手

本年度 20 15,154 10,928 10

前年度

'ヒ

  聰交 20 15,154 10,928 10
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イ 会計年度任用職員

備考 職員数の ( )内は、短時間勤務職員について外書き

( 千円)

(単位 千円)

職員数 (人 ) 与給 費
区   分

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

法 定
福利費

合 計

損益勘定

支弁職員

3( ) 2,306 282 2,588 2 2,590

資本勘定

支弁職員

282 2,588 2

本
　
年
　
度
合  計

(3) 2,306 2,590

損益勘定
支弁職員

資本勘定

支弁職員

工剛
　
年
　
度
合  計

損益勘定

支弁職員

3( ) 2,306 282 2,588 2 2,590

資本勘定

支弁職員

2,588 2 2,590

比
　

　

較

合  計
3( ) 2,306 282

手 当 の

内  訳

区分
管理職
手 当 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

時 間 外
勤務手当

本年度 231 51

前年度

,ヒ   屯交 231 51

区分
休日勤務
手  当

夜問勤務
手  当 期末手当 勤勉手当

特殊勤務
手 当

本年度

前年度

,ヒ   屯策
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2給料及び手当の増減額の明細

会

区 分
増減額

(千円)

増減事由別内訳

(千円) (千円)

説    明
備 考

給 料 55,510 その他の

増減分

55,510 本年度から地方公営企業法
適用

手 当 40,602 その他の

増減分

40,602 本年度から
'と

方公営企業法
適用
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3給料及び手当の状況

(1)初 任 給

(掛 昇 給

区 分
事 務・技 術
(企業職 (一 ))

一 般 会 計 の 制 度

行 政 職 (― )

高 校 卒
円

154,900

円

154,900

大 学 卒 188,700 188,700

区 分
事 務・技 術
(企業職 (―))

本
　
　
年
　
　
度

職 員 数 A (人 ) 15

昇給に係る職員数 B (人 ) 14

号 級 数 内 訳

2号級 (人 )

3号級 (人 ) と

4号級 (人 ) 13

6号級 (人)

比   率 B/A(%) 93.3

区 分
事 務・技 術

(企業職 (一 ))

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数 A (人 )

昇給に係る職員数 B (人)

号 級 数 内 訳

2号級 (人 )

3号級 (人 )

4号級 (人 )

6号級 (人 )

比   率 B/A(%)
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(3)特殊勤務手当

(4)期末手当 。勤勉手当

備考  ( )内 は、再任用職員の支給率

(引 その他の手当

区 分
事 務 e,技 術

(企業職 (―))

給料総額に対する比率   (%)
支給対象職員の比率    (%)
(令和2年 (2020年 )1月 1日 現在)

支給対象職員 1人当たり
平均支給月額 (円 )

代表的な特殊勤務手当の名称
滞納整理手当

区  分
支給期別支給率 (月分) 支給率計

(月 分)

職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備   考

6月 12月

本 年 度
2.250

(1.175)

2.250

(1.175)

4.500

(2.350)
有

前 年 度

一般会計の制度
2.250

(1.175)

2.250

(1. 175)

4.500

(2.350)
有

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同   じ

地 域 手 当 同 じ

住 居 手 当 同   じ

通 勤 手 当 同   じ
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債 務 負 担 行 為 に

過年度議決分

当該年度分

事  項 限 度 額
前年度末までの支払義務発生 (見込)額

期 問 金  額

浄化センター・ポンプ

施設維持管理包括委託
料

740, 770 令和元年度 (2019年度) 356,843

浄化センター長寿命化
工事委託料

722,500

浄化センター耐震補強
工事委託料

47,000

名和前ポンプ場長寿命
化工事委託料

186,000

元浜ポンプ場再構築工

事委託料
572,000

事  項 限 度 額
前年度末までの支払義務発生 (見込)額

期 問 金  額

浄化センター長寿命化
工事委託料 (R2協定)

387,600

浄化センターホンパ~
棟増設工事委託料 (R
2協定)

591, 500

名和前第 1ポンプ場耐
震補強工事委託料 (R
2協定)

128,400

元浜ポンプ場再構築工

事委託料 (R2協定)
290, 500
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関 す る 調 書

(単位 千円)

(単位 千円)

当該年度以降支払義務発生予定額 左の財源内訳

期 問 金  額 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

令和2年度 (2020年度) 366, 985 366, 985

令和2年度 (2020年度) 650, 500 357, 775 260, 200 32, 525

令和2年度 (2020年度) 47,000 25, 850 18,800 2, 350

令和2年度 (2020年度) 186,000 93,000 83, 700 9 300

令和2年度 (2020年度) 427,400 213, 700 192, 330 21, 370

当該年度以降の支出予定額 左の財源内訳

期 問 金  額 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

令和3年度 (2021年度) 387,600 189, 215 179,005 19, 380

令和3年度 (2021年度) 591, 500 317, 295 244, 630 29, 575

令和3年度 (2021年度) 128,400 57,950 64,030 6,420

令和3年度 (2021年度) 290, 500 140, 250 135, 725 14,525
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令和 2年度(2020年度)東海市下水道事業予定貸借対照表

(令和3年(2021年)3月 31日 )

資 産 の 部

1固 定 資 産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土     地

口 建      物
減価償却累計額

ハ 構   築  物
減価償却累計額

二 機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

ホ 車両及び運搬具
減価償却累計額

へ 工具、器具及び備品

減価償却累計額

卜 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

(2)無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権

ロ ソ フ ト ウ ェ ア

ハ 地   上  権
二 建 設 仮 勘 定

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

2流 動 資 産

(1)現 金 預 金

(動 未  収  金
貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

5,280,132

2,276,866

△ 98 468      2,178,398

85,038,517

△ 2,761,706 82,276,811

5,441,911

31

193

484,653

5,786,059

△ 344,148

117

1と ,728

3,156

271,892

95,662,129

286,893

2,188,379

760,828

(単位 千円)

95,949,022

2,949,207

98,898,229

31

0

193

0

762,893

△ 2,065
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負 債 の 部

3

(1)企   業  債
イ 建設改良等の財源に
充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

4流 動 負 債

(1)企   業  債
イ 建設改良等の財源に
充てるための企業債

121 未   払  金
(3)引  当  金
イ 賞 与 引 当 金

口 法定福利費引当金
引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

5繰 延 収 益

(1)長 期 前 受 金

(掛 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

6

資 本 の 部

△ 91,919

固 定 負 債

7,478

1,377

22,259,123

1,146,771

2,215,944

8,855

60,231,766

△ 3,068,840

15,618,339

578,190

△ 91,919

22,259,123

3,371,570

57,162,926

82, 793,619

16,196,529

△ 91,919

16,104,610

98,898,229

資 本 金
(1)

(跡

計

機

構

〈
口

資

資

金

有

入

本

固

繰

資

7剰 余 金

(1)利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金
利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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令和 2年度(2020年度)東海市下水道事業予定開始貸借対照表

(令和2年(2020年)4月 1日 )

資 産 の 部

1固 定 資 産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土     地

口 建    物

減価償却累計額

ハ 構   築   物
減価償却累計額

二 機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

ホ 車両及び運搬具

減価償却累計額

へ 工具、器具及び備品

減価償却累計額

卜 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

(動 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権

ロ ソ フ ト ウ ェ ア

ハ 地   上   権
二 建 設 仮 勘 定

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

2流 動 資 産

(1)現 金 預 金

(2)未  収  金
貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

2,276,866

0

5,280,132

2,276,866

83,215,231

0      4,642,365

83,215,231

0

117

13,616

3,156

75,565

95,524,302

92,454

1,573,345

434,700

(単位 千円)

95,616,756

2,008,045

4,642,365

31

0

８

　

０

31

8

109,669

434,700

0
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3固 定 負 債

(1)企   業  債
イ 建設改良等の財源に
充てるための企業債

4流 動 負 債

(1)企   業  債
イ 建設改良等の財源に
充てるための企業債

(動 未   払  金
(制 引  当  金
イ 賞 与 引 当 金

口 法定福利費引当金
引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

5繰 延 収 益

(1)長 期 前 受 金

(2)収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

6 資 本 企
・

剰 余 金
(1)利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

7

負 債 の 部

資 本 の 部

０

　

０

21 139 603

1,191,581

1,723,344

0

21,139,603

2,914,925

57,951,934

82,006,462

15,618,339

0

15,618,339

97,624,801

57,951,984

0

0

0
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注 記

I 重要な会計方針

当年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

1 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

・減価償却の方法      定額法による。

(ただし、車両及び運搬具は定率法による)

。主な耐用年数

建 物          50年

構築物          30～ 50年

機械及び装置       10～ 20年

車両及び運搬具        4年
工具、器具及び備品      4年

(2)無形固定資産

・減価償却の方法      定額法による。
・主な耐用年数

ソフト:クェア         5年

2 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

退職手当は一般会計が全額負担するため、計上しない。

(2)賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(3)法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(4)貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。
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3 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によつている。

Ⅱ 予定貸借対照表関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債 (当該年度末日の翌日から起算して 1年以内に償

還予定のものを含む。)の うち他会計が負担すると見込まれる額は36, 835千円で
ある。
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令和 2年度 (2020年度)東海市下水道事業会計予定額明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

入収

(単位 千円)

款 項 目 節 予 定 額 説 明

4,807,390

1,514,640

1 087 0001下 水 道
使 用 料 道

料

水

用

下

使

1,087,000 下水道使用料

426,4502雨水処理
負 担 金 1雨 水 処 理

負 担 金
426,450 雨水処理負担金

1,1003受託事業
収  益 1受 託 工 事

収   益
1,100 受託工事収益

90

1手 数 料 89 排水設備工事業者指定申請

手数料        40
公共下水道台帳施設平面図

複写手数料      49

1営業収益

4そ の 他
営業収益

2雑 収 益 1 下水道計画図頒布代金

3,221,010

101受取利息

及  び
配 当 金

1預 金 利 息 10 預金利息

15,4502他 会 計
補 助 金 l一 般 会 計

補 助 金
15,450 一般会計補助金

4,3003補 助 金
1国庫補助金 4,300 国庫補助金

3,068,840

l国庫補助金

長期前受金

戻   入

589 505 国庫補助金長期前受金戻入

2受 贈 財 産
評 価 額

長期前受金

戻   入

813,443 受贈財産評価額長期前受金

戻入

1下 水 道
事業収益

2営 業 外
収  益

4長期前受
金 戻 入

3負 担 金
長期前受金

戻   入

128,812 負担金長期前受金戻入
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(単位 千円)

款 項 目 節 予 定 額 説 明

4他 会 計
補助金長期

前受金戻入

1,537,080 他会計補助金長期前受金戻

入

5雑 収 益 132,410

1土地使用料 18 土地使用料

2不 用 品
売 却 収 益

246 不用品売却収益

3消費税及び
地方消費税

還 付 金

131,800 消費税及び地方消費税還付

金

4そ

雑

の 他
収 益

346 その他雑収益

3特別利益 71,740

1そ の 他
特別利益

71,740

1そ の 他

特 別 利 益

71,740 その他特別不U益
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出支

(単位 千円)

款 項 目 節 予 定 額 説 明

4,756,330

4,430,970

110,640

13光 熱 水 費 187 水道

15通信運搬費 757 通信料

17委 託 料 58,729 家屋調査委託料    250
草刈業務委託料   4,950
清掃業務委託料   8,380
中継ポンプ場等維持管理包

括委託料      13,189
下水道台帳作成業務委託料

17,070

TVカ メラ点検調査委託料
'               9,940

排水ポンプ等設置業務委託

*斗                  4,950

18手 数 料 10 機器′煮検手数料

19修 繕 費 45,010 45,000

10

管路施設修繕費

その他修繕費

22動 力 費 5,538 電気

25補 償 費 100 施設事故損害賠償金

1管 渠 費

30保 険 料 309 建物総合損害共済

下水道賠償責任保険料

270

39

238,980

17委 託 料 57,226 雨水ポンプ場等維持管理包

括委託料     55,785
土壌分析委託料   1,441

19修 繕 費 147,300 雨水ポンプ場施設修繕費

22動 力 費 38,989 重油

電気

2,858

31,131

25補 償 費 100 施設事故損害賠償金

2雨水ポン
プ 場 費

30保 険 料 365 建物総合損害共済

下水道賠償責任保険料

３

　

　

　

　

２

４

　

　

　

２

３

666,530

ll備 消 品 費 124 処理場備品

1下 水 道
事業費用 1営業費用

3処理場費

17委 託 料 496,558 浄化センター維持管理包括

委託料      298,012
水質等分析委託料  2,838
汚泥処分委託料   191,890
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(単位 千円)
款 項 目 節 予 定 額 説 明

特別管理産業廃棄物処分委

託料         181
包括委託契約履行監視業務

委託料       1,782
土壌分析委託料    241
汚水処理委託料   1,614

19修 繕 費 77,100 処理場施設修繕費

22動 力 費 90,763 電気

25補 償 費 100 施設事故損害賠償金

29負 担 金 1,515 名古屋地区工業用水道協議

会負担金        15
引込線工事費負担金

1,500

30保 険 料 370 建物総合損害共済

下水道賠償責任保険料

335

35

1,0004受  託
事 業 費 1受託工事費 1,00Q 受託工事費

126,220

1給   料 29,176 給料 職員 8人   26,870
会計年度任用職員給料

会計年度任用職員 3人

2,306

2手   当 15,112 手当等 (う ち児童手当 380)

14,830

会計年度任用職員手当

282

3賞与引当金
繰 入 額

3,447 賞与引当金繰入額

5報   酬 165 報酬

6法定福利費 8,512 共済組合等負担金

社会保険料等

7,950

562

7法定福利費
引 当 金
繰 入 額

637 法定福利費引当金繰入額

8旅   費 312 職員旅費

研修旅費

費用弁償

73

230

9

11備 消 品 費 547 事務用品等

12燃 料 費 236 自動車用燃料

14印刷製本費 137 印刷製本費

5総 係 費

15通信運搬費 365 郵便料
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(単位 千円)

款 項 目 節 予 定 額 説 明

16賃 借 料 23 有料道路通行料

17委 託 料 36,205 職員健康診断等委託料

416

下水道使用料徴収事務委託

矛半                  34,740

システム保守点検委託料

と,049

18手 数 料 1,431 自動車点検等手数料

日座振込等手数料

一般廃棄物処理手数料

７

　

４

７

　

８

1,270

19修 繕 費 270 自動車修繕料

27研 修 費 363 研修参加費

28厚生福利費 240 厚生福利費

29負 担 金 18,341 下水道協会負担金

職員人件費負担金

情報管理費負担金

451

17,120

770

30保 険 料 157 自動車保険料

32公 課 費 27 公課費

33貸倒引当金

繰 入 額
2,065 貸倒引当金繰入額

34貸 倒 損 失 105 貸倒れに係る消費税

36補 助 金 8,347 生活保護世帯水洗便所改造

補助金        200
水洗便所改造資金融資あっ

せん利子補給金     2
水洗便所設置助成金

1,700

雨水貯留浸透施設設置費補

助金         775
受益者負担金一括納付報奨

金                    5,670

3,206,770

37有   形
固 定 資 産

減価償却費

3,204,322 建物

構築物

機械及び装置

98,468

2,761,706

344,148

6減  価
償 却 費

38無   形
固 定 資 産

減価償却費

2,448 ノフトウェア
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(単位 千円)
款 項 目 節 予 定 額 説 明

7資  産
減 耗 費

80,830

39有   形
固定資産

除 却 費

80,830 有形固定資産除却費

2営 業 外
費  用

310,540

1支払利息
及  び
企 業 債

取扱諸費

310,540

42企業債禾U息 309,310 企業債利息

44-時借入金
不可    J息

1,230 一時借入金利息

3特別損失 4,820

1過 年 度
損  益
修 正 損

100

1過年度損益
修 正 損

100 過年度損益修正損

2そ の 他
特別損失

4,720

1そ の 他
特 別 損 失

4,720 その他特別損失

4予 備 費 1予 備 費 10,000

と予 備 費 10, 000 予備費
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

入収

(単位 千円)

款 項 目 節 予 定 額 説 明

1資 本 的
収  入

5,295,110

1負 担 金 88,010

l負 担 金 88,010

1下水道事業
受 益 者

分 担 金

770 下水道事業受益者分担金

2下水道事業
受 益 者

負 担 金

47,940 下水道事業受益者負担金

3工事負担金 39,300 工事負担金

2企 業 債 2,266,300

1企 業 債 2,266,300

1企 業 債 2,266,300 企業債
3出 資 金 578,190

1他 会 計
出 資 金

578,190

1-般 会 計
出 資 金

578,190 一般会計出資金

4補 助 金 2,362,610

1国  庫
補 助 金

1,245,120

上国庫補助金 1,245,120 社会資本整備総合交付金

248,320

防災 。安全社会資本整備交

付金       996,800
2他 会 計
補 助 金

1,117,490

1-般 会 計
補 助 金

1,117,490 一般会計補助金
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支 出

(単位 千円)
款 項 目 節 予 定 額 説 明

5,130,610

3,989,020

1,977,490

1給   料 28,640 給料 職員 9人
2手   当 20,910 手当等 (う ち児童手当 560)

5法定福利費 7,820 共済組合等負担金

11備 消 品 費 494 作業服等

15通信運搬費 65 郵便料

17委 託 料 113,500 調査委託料     5,800
設計委託料     54,600
公共下水道事業計画変更業

務委託料      29,100
監理委託料     15,200
家屋調査委託料   8,800

20工事請負費 1,412,400 下水道工事    1,313,300
公共ます設置工事  99,loo

39負 担 金 74,641 設計積算システム経費負担

金                    1,910

県積算単価配信等負担金

431

大田川第 7雨水幹線整備事

業工事費負担金   53,000
道JF水路築造工事費負担金

19,300

1管渠整備
事 業 費

41補 償 費 319,020 工事支障移転補償費 (水道)

225,020

工事支障移転補償費 (ガス)

63,100

工事支障移転補償費 (中電)

10,400

工事支障移転補償費(NTT)
8,300

工事支障移転補償費 (その他)

12,200

847,2802雨水ポン
プ場整備

事 業 費

17委 託 料 847,280 設計委託料

工事委託料

69,980

777,300

1,113,430

的

出

本資

支 設

費良

建

改

3処 理 場
整  備
事 業 費

17委 託 料 897,470 設計委託料

工事委託料

41,470

856,000
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(単位 千円)

款 項 目 節 予 定 額 説 明

39負 担 金 215,960 広域汚泥処理施設建設負担

金

4固定資産
購 入 費

820

46有 形 固定

資産購入費

204 芝刈機

47無 形 固 定

資産購入費

616 決算統計システム

2企 業 債
償 還 金

1,191,590

1企 業 債
償 還 金

1,191,590

48企 業 債

償 還 金

1,19 1 590 企業債償還元金
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